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⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

⒞ have Grade A or B offer of services

etc in the Kanto‑Koshinetsu district, in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders Ministry of Finance (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2013, 2014 and 2015.

⒟ have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including persons

specially qualified by officials in charge

of disbursement of the procuring entity).

⒠ an eligible person is a person whose

business condition and credit are deemed

not to be a sever degradation, and who is

sure to implement the contract

⒡ Submit a document of a system to

prove their ability to supply the system

concerned and meet our requirements in

order to be judged acceptable by the con‑

tracting entity ; and provide explanations

on the contents of the above document by

request.

 Time‑limit for tender : 17 : 30 21 Octo‑

ber 2015

 Other : For details concerning this tender,

Refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice : Hirokazu

Ishii Procurement Section, Accounts Divi‑

sion, Commissioners Secretariat National

Tax Agency, 11 Kasumigaseki 3‑chome,
Chiyoda‑ku, Tokyo 1008978 Japan TEL
0335814161 ex 3659

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
法人番号システムに係る運用支援業務の委
託 一式
 調達案件の仕様等 調達案件の仕様等に関
し、支出負担行為担当官が別途指示する特性
を有すること。
 委託期間 平成28年４月１日から平成29年
12月31日まで
から 第１号に同じ

２ 競争参加資格 第１号に同じ
３ 入札書の提出場所等
から 第１号に同じ。
 入札説明会の日時及び場所 平成27年９月
11日11時00分 湯島地方合同庁舎１階会議室
 証明書等の受領期限 平成27年10月27日17
時30分
 入札書の受領期限 平成27年11月20日17時
30分
 開札の日時及び場所 平成27年11月27日13
時30分 国税庁第五会議室

４ 電子調達システムの利用 第１号に同じ
５ その他
から 第１号に同じ
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内であり、入札説明書で指定する
性能等の要求要件のうち必須とされた項目の
最低限の要求要件を全て満たしている提案を
した入札者の中から、入札説明書で定める総
合評価の方法に基づく計算を行い、得点の最
も高い者をもって落札者を決定する。ただし、
落札者となるべき者の入札価格によっては、
その者により当該契約の内容に適合した履行
がなされないおそれがあると認められると
き、又はその者と契約を締結することが公正
な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあっ
て著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち総合評価の方法による得点の最も
高いものをもって入札した者を落札者とする
ことがある。
から 第１号に同じ
６ Summary

,,,, The same with the notice

above (NO. 1)

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Support of the Corporate Num‑

ber System Management and Operation 1

set

 Service period : 1 April 2016 through 31

December 2017

 Time‑limit for tender : 17 : 30 20 No‑

vember 2015

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年８月 27 日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 石川 雄一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 Ｈ27長野凍結防止剤
（塩化ナトリウム）購入単価契約（電子入札
対象案件）１ｔ詰め3610袋、05ｔ詰め90袋、
25㎏詰め40袋 Ｈ27高崎凍結防止剤（塩化
ナトリウム）購入単価契約（電子入札対象案
件）１ｔ詰め810袋、25㎏詰め1320袋 Ｈ
27甲府凍結防止剤（塩化ナトリウム）購入単
価契約（電子入札対象案件）１ｔ詰め860袋、
05ｔ詰め20袋、25㎏詰め3600袋
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 契約の翌日から平成28年３月31
日まで
 納入場所 長野国道事務所管内 高崎
河川国道事務所管内 甲府河川国道事務所
管内
 入札方法 落札決定に当たっては、上記１
の件名毎に単価の合計をもって行う。
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。なお、当該入
札回数までに落札者が決定しない場合は、原
則として予算決算及び会計令第99条の２の規
定に基づく随意契約には、移行しない。
詳細は入札説明書による。

 電子入札システムの利用 本案件は、競争
参加資格確認のための証明書等（以下「証明
書等」）の提出、入札を電子入札システムで行
う対象案件である。なお、電子入札システム
により難い場合は、紙入札方式参加願を提出
するものとする。

３ 入札書の提出場所等
 電子入札システムのＵＲＬ、入札書の提出
場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先
国土交通省電子入札システム
http://www.e-bisc.go.jp/
〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１ 関東地方整備局総務部契約課購買
第一係 大谷 俊之 電話0486013151
内線2539
 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 の問い
合わせ先に同じ

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 平成25・26・27年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の販売」のうち、
１～の購入物品はＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等
級に格付けされた関東・甲信越地域の競争参

加資格を有する者であること。なお「競争参
加者の資格に関する公示」（平成27年３月25日
付官報）に記載されている時期及び場所で競
争参加資格の申請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（競争
参加資格に関する公示に基づきの競争参加
資格を継続する為に必要な手続きをおこなっ
た者は除く。）でないこと。
 証明書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、関東地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 当該購入物品を平成17年度以降に納入した
実績が１件以上あることを証明した者である
こと。
なお、納入実績は「１ｔ詰めのフレキシブ
ルコンテナ」を使用して納入したものとする。
 当該購入物品を24時間以内に確実に納入が
できる体制であることを証明できる者である
こと。ただし、受注業者の責によらない場合
を除くものとする。
 当該購入物品の品質・粒度の内容が仕様を
満足していることを証明した者であること。
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